
資料 1

森林づくり県民税条例の延長について

林 務 部
1 条例改正の趣旨
森林づくり県民税は平成 24年度をもって期間が切れることから、引き続き森林の

持つ機能を持続的に発揮させるため、期間を平成 29年度まで延長する。

2 条例改正の概要
項 目 現 行 改正後

趣旨

県土の保全、水源のかん養、地球温暖

化防止等の多面にわたる機能を持続的

に発揮させるための施策に要する経費

の財源を確保するため

(林業振興の趣旨を追加予定)

期間 平成 20年度～平成24年度 平成20年度～平成29年度

税額
県民税均等割

個人 :500円  法人 :5% 変更なし

3 森林づくり県民税活用事業 (案)の概要
県民アンケー ト結果や「みんなで支える森林づくり県民会議J、 「長野県地方税制

研究会」などの意見を踏まえ、これまでの里山の間伐に新たに間伐材の利活用等を

加え、次のように実施したい。

項  目 現 行 改正後 ポイント

間 伐

集約化

対
象
森
林

・手入れの遅れている

里山の森林

・左記森林のうち、水源のか

ん養、土砂災害防止等の機能

の発揮が必要な里山の中で、

特に緊急に間伐が必要な高齢

の森林

国制度では

対 象 とな ら

な い里 山の

間伐
方
法

・国庫事業の上乗せ

・切捨間伐

・森林税単独

・切捨間伐、搬出間伐

間伐材

搬 出

利活用

搬
出
。支援なし

・搬出経費、作業道補修など

に支援
間伐材 の地

域 ぐるみの

利活用 を推

進

利
活
用
・木育活動

・木質バイオマス利用や木育

活動等の地域ぐるみの多様な

間伐材の利活用を支援

里山管理

人材育成

・地元協議会、「森林

の里親事業」

・林業事業体・森林所

有者の育成

。人材育成施策の拡充

(持続可能な森林づくりを主導

する地域リーダーの育成)

地元協議会

による主体

的な里山の

管理

地域課題

への対応

・「森林づくり推進支

援金」

・対象メニューを具体化

(水源林取得、緩衝帯整備、

間伐時の所有者負担の軽減な

ど)

県施策に関

連する取 り

組みに限定

検証・評価
・県民会議、地域会議

・普及啓発
同左

×現行の取組のうち、モデル事業や認証制度構築事業等の、目的が達成された事業は廃止予定
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資料 2
平成25年度以降の長野県森林づくり県民税 (案)の要点

【みんなで支える森林づくり県民会議・地域会議】
・里山の間伐、集約化、人材育成等の取組が着実に進んだことは大きな成果

・継続的な里山の間伐の推進とともに、これと一体的に進める木材利用の取組の拡大が必要

・新たに小規模施設の本造化・本質化、野生鳥獣被害対策への対応が必要

【長野県地方税制研究会】
・切捨間伐支援から搬出間伐支援へと方針転換が必要

・森林づくり推進支援金における県の説明責任を明確化すべき
。新たに水源林の保全対策へと事業内容・事業実施地域の拡大が必要

【県民等アンケート調査】
・森林税の主な使途である間伐を最も大切な取組であると評価

・回答者の約 8割が森林税継続に賛成、継続する場合に現行の税額・期間が適当とする者が最多

・新たに「木材の利用拡大」、「林業の基盤整備」等への取組が必要

森
林
税
導
入
後
の
状
況
の
変
化

【本県の森林・林業の状況】

・森林の高齢化が進行し、民有林の人工林の約半数が 46～ 55年生に集中するなど、今後 5～ 10年のうちに

緊急的に間伐が必要であり、手入れを先送りできない状況

=林業就業者数減少、本材価格低迷など林業・木材産業は引き続き厳しい状況であり、国内外の木材需給

構造が大きく変化し、国の森林・林業施策も大幅に転換

・水源林の保全対策、災害に強い森林づくり、本質バイオマスエネルギーの利用拡大等に対する期待の高まり

【本県の財政状況】
・基金残高が残りあとわずかで、義務的経費が政策的経費を圧迫する硬直的な財政構造

・「長野県行政 財政改革方針Jにおける様々な取組に加え、追加的な収支改善策を実施
・計画的な間伐のため、効率的な事業実施、国庫補助金の確保のほか、県独自の貝オ源確保が引き続き必要

途】【使

【根  拠】
【目  的】

【課税方式】

【超過税額】

【実施期間】

長野県森林づくり県民税条例 (長野県条例第 58号 )

森林の多面的な機能を持続的に発揮させ、健全な姿で次の世代に引き継いでいくため、

広く県民の理解と協力を得ながら、間伐等の森林づくりを集中的に実施

・手入れの遅れている里山での間伐の推進 ・地域固有の課題に対応した森林づくりの推進

・県民や企業の森林づくりへの参加等の促進

個人県民税及び法人県民税の均等割の超過課税方式

(個人)年額 500円  (法人)均等割額の5% ※税収規模約 68億円

平成 20年 4月 1日から5年間

【税収額と執行額】

【使途別の執行額】

これまでの4年間で約 25億 1千万円の税収があり、

・手入れの遅れている里山での間伐の推進

・地域固有の課題に対応した森林づくりの推進

・県民や企業の森林づくりへの参加等の促進

24億 7千万円を事業に活用

(77%)

(20%)

(3%)

主な事業実績 H20 H21 H22 H23 H24(計画 実績見込み

みんなで支える里山整備事業(ha) 3,341 5,446 6,007 6,000 22,555

地域で進める里山集約化事業(人 ) 3,056 3,634 5,013 2,506 1,500 15,709

森林づくり推進支援金支援件抑 148 139 ′
■

森体の里親促進事業(契約件抑 11 13 14 63

木育推進事業(支援件拗 24 119
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